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1．「SX銘柄2025」事業概要等
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◼ SX銘柄2025レポートは以下の3点を目的としている

1．企業のSXの取組実践に繋がる具体的な事例情報の提供をすること
2．伊藤レポート・価値協創ガイダンスが示す内容の理解醸成を進めること
3．日本の先進企業の取組状況を示し、企業には自社のポジションへの理解を、投資家には日本株への

  評価を促すこと
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読み手
伊藤レポートの読み手全体を対象とするが、特に経営者、取締役、投資家のほか、
経営企画・サステナビリティ推進等の担当者、アナリスト、評価機関等による活用
が想定される

主に想定される活用シーン

「SX銘柄2025レポート」の目的及び想定読み手
「SX銘柄2025」事業概要等



◼ 本事業では、SXを通じて持続的に成長原資を生み出す力を高め、企業価値向上を実現する先進的企業群を、「SX
銘柄2025」として選定・表彰し、レポートとともに公表するものである

◼ 「SX」とは、企業が持続的に成長原資を生み出し、企業価値を高めるべく（「企業のサステナビリティ」の向上）、
社会のサステナビリティ課題に由来する中長期的なリスクや事業機会を踏まえ （「社会のサステナビリティ」との
同期化）、投資家等との間の建設的な対話を通じて資本効率性を意識した経営・事業変革を実行することを指す

 ※事業を通じた企業価値創造と直接の関係が薄い、いわゆる社会貢献活動とは異なる

◼ 一口に「社会のサステナビリティ課題」と言っても、気候変動や人権など多様化する社会課題に関する国際ルール
環境も変化し、さらにサプライチェーン・リスクやサイバーセキュリティ等の経済安全保障関連課題も顕在化する
など、その中身は複雑化している

◼ こうした社会のサステナビリティ課題に由来するリスクや事業機会を踏まえ、長期の時間軸で望ましい事業ポート
フォリオや成長投資等の在り方について、経営陣と社内の各事業部門、投資家、取引先など各企業のインベストメ
ント・チェーン上の様々な主体が建設的な対話・エンゲージメントを繰り返し、企業としての価値創造ストーリー
を協創し、実行することが期待される

◼ 本事業では、選定企業を「価値創造経営を進める日本企業の象徴」として示すことで、日本企業に対する国内外の
投資家による再評価を促すきっかけとするとともに、経済産業省「伊藤レポート」シリーズで発信してきたメッ
セージを事例分析の形で発信することを通じ、長期的・持続的な企業価値向上に向けた経営・事業変革の実行を日
本企業全体に促すことを目的としている
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「SX銘柄2025」事業の趣旨
「SX銘柄2025」事業概要等



◼ 日本企業の自己資本利益率（ROE）は、一定の改善をしてきたが、依然として欧米企業に水をあけられている
また、株価純資産倍率（PBR）1倍割れ企業の割合が、欧米に比べて非常に高い水準にある

◼ 2014年以来、経済産業省では「伊藤レポート」シリーズを通じ、一貫して「企業のサステナビリティ（自社の長期
的・持続的な企業価値）」を向上させること、そのための投資家等との間の建設的な対話・エンゲージメントや開
示の重要性、ESGの視点の重要性を提唱してきた。また、SX経営の実践フレームワーク（手引き）として「価値協
創ガイダンス」を公表している

◼ 特に、2022年増補編である「伊藤レポート3.0」では、企業のサステナビリティを社会のサステナビリティと同期
化させることの重要性が増大する現状を踏まえ、企業の長期的・持続的な価値創造のために、「SX」の重要性を強
調している。同時に、SXを実現するためのフレームワークとして価値協創ガイダンスを改訂し、「価値協創ガイダ
ンス2.0」として公表した

6

【参考】 「伊藤レポート」シリーズと「価値協創ガイダンス2.0」

伊藤レポート（2014年） https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei innovation/kigyoukaikei/pdf/itoreport.pdf

伊藤レポート2.0（2017年増補編） https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei innovation/kigyoukaikei/itoreport2.0.pdf

伊藤レポート3.0（2022年増補編） https://www.meti.go.jp/press/2022/08/20220831004/20220831004-a.pdf

価値協創ガイダンス2.0（2022年改訂版）   https://www.meti.go.jp/press/2022/08/20220831004/20220831004-b.pdf

「伊藤レポート」シリーズ（理論編） 「価値協創ガイダンス2.0」（実践フレームワーク）

「SX銘柄」の背景（経済産業省「伊藤レポート」シリーズと「価値協創ガイダンス」）

「SX銘柄2025」事業概要等

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/pdf/itoreport.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/itoreport2.0.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2022/08/20220831004/20220831004-a.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2022/08/20220831004/20220831004-b.pdf


◼ 「伊藤レポート」（2014年）で問題提起した持続的な企業価値創造経営の普及に向け、企業が効果的な情報開示や
投資家との建設的な対話を行うフレームワークとして「価値協創ガイダンス」を2017年に策定・公表し、2022年
改訂の「価値協創ガイダンス2.0」ではSXの要素を明確化した
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〈価値協創ガイダンス2.0の全体図〉

（参考）“実践フレームワーク”としての「価値協創ガイダンス2.0」

「SX銘柄2025」事業概要等



◼ SX銘柄においては、P.6の背景を踏まえ、SXを通じて持続的に成長原資を生み出す力を高め、企業価値向上を実現
する先進的企業群を選定した

◼ なお、こうした企業は、中長期的に株主資本コストを上回るリターンを創出できると考えられることから、SX銘柄
は、「PBR1倍以上」の企業から選定した

8

「企業のサステナビリティ（持続的な企業価値創造）」を
「社会のサステナビリティ（事業リスク・事業機会）」に

同期化させて向上させている企業群

社会のサステナビリティ
（事業リスク・事業機会）

企業のサステナビリティ
（持続的な企業価値創造）

〈SX銘柄の選定〉

・価値協創ガイダンス2.0を基にした選択式項目による審査
・記述式項目による価値創造ストーリーについての審査

・PBR1倍以上は必須要件

応募対象：東京証券取引所全上場会社
＜ 約3,800社 ＞

「SX銘柄」を選定

日本企業に対して、目指す姿を提示するとともに、先進企業の更なるモチベーション向上を期待

「SX銘柄」の選定
「SX銘柄2025」事業概要等



2．応募企業の分析
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応募企業の市場区分内訳

（応募社割合）

時価総額

4兆円以上

1兆円～4兆円

5,000億円～1兆円

5,000億円未満

各時価総額区分ごとの応募割合
（応募数/PBR1倍を超えた全数）

40.0%

30.9%

16.9%

1.5%

概観
応募企業の分析

◼ SX銘柄応募企業はプライム市場企業のみであった

◼ 時価総額が大きいほど応募企業の数が多くなり、4兆円以上の企業のうち4割の企業がSX銘柄に応募
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プライム市場内国株式

スタンダー 市場内国株式

グロース市場内国株式



◼ SX銘柄2025に応募した企業70社を対象に、1次審査で評価された4つの項目「価値観・長期戦略」「実行戦略」「KPI・ガバナン
ス」「実質的な対話・エンゲージメント」の得点率を基にクラスター分析を行い、企業群の特性を明らかにした

◼ クラスター分析の結果、3つの企業群に分けられた
◼ 特に「実質的な対話・エンゲージメント」の得点率が低い企業群が存在することが判明し、応募企業の7割（クラスター1及び2の
企業群）にとって改善が必要な重要な分野であることが示された

応募企業の1次審査得点率に基づく分析結果
応募企業の分析

クラスター分析は、データを類似性に基づ
いてグループに分ける統計手法である。
データ内の自然なパターンを識別できる

最小値

中央値

最大値

外れ値

第一四分位数

第三四分位数

高水準グループ 
全体的に高い得点率を示す企業群

対話・エンゲージメント低水準グループ 
「実質的な対話・エンゲージメント」の得点率
のみが低く、他の指標は標準的な得点率を示す
企業群

低～中水準グループ 
低から中程度の得点率を示す企業群

クラスター0 （応募企業の3割）

クラスター1 （同5割）

クラスター2 （同2割）

データセットの通常
の範囲から外れた値

データの上位25%の
値

データの下位25%の
値

応募企業の1次審査得点率を分析した結果、
4つの評価項目に基づいて特徴的な3つのク
ラスターに分類することができた。

1次審査得点率に基づく企業のクラスターごとの得点率分布

11

四分位範囲

データセットの中央
50%の範囲

箱ひげ図の見方



◼ ほぼ全ての応募企業は重要課題（マテリアル・イシュー）を特定している
◼ バックキャスティング及びフォアキャスティングに基づく目指す姿の設定および差別化要
素の特定については、多くの応募企業で改善の余地がある

① 価値観・長期戦略
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SX銘柄応募企業の特長と企業の課題

多くの企業で
確認できる取組 99% 100%100%重要課題の特定

✓ ほぼ全ての応募企業は重要課題を特定している

重要課題（マテリアル・イシュー）を特定している設問3-1

17% 38%26%

34% 46%39%

目指す姿の設定

✓ バックキャスティングやフォアキャスティングを実施している企業は、
一部に限定されている

バックキャスティングで目指す姿を設定している設問3-7

フォアキャスティングで目指す姿を設定している設問3-9

目指す姿に基づ
くビジネスモデ
ルの設定

✓ SX銘柄選定企業および1次審査通過企業の約6割強が、目指す姿を基に
ビジネスモデルを設定している

目指す姿をもとにビジネスモデルを設定している設問3-10

47% 62%61%

差別化要素
の特定

✓ 目指す姿に基づいて自社の市場におけるポジショニングを明確にしてい
る企業は、一部に限定されている

目指す姿に基づき、市場勢力図における自社の位置付け
を分析し、他社との差別化要素を特定している

設問3-13

17% 31%22%

一部の企業で
確認できる取組

多くの企業で
確認できない取組

選択肢1（設問内容に十分取り組んでいる）
を選択した企業の割合

応募全企業 1次審査通過企業 SX銘柄



◼ 多くの応募企業がESG要素等を考慮した投資・資源配分の実行、バリューチェーン改革、
無形資産の投資戦略の構築、イノベーションの推進に取り組んでいる

◼ 多くの応募企業では、賃上げを含む人的資本への投資に対する取組が進んでいない

② 実行戦略
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77%74%
バリューチェー
ン改革

✓ SX銘柄選定企業および1次審査通過企業の7割強が、既存の事業領域を
超えて、新たな企業と連携し、バリューチェーン改革を実施している

外部環境の変化を見据え、新たな企業との連携かつそれを通
じたバリューチェーン革新を実施している

設問4-6

61% 77%76%

29% 38%30%

イノベーション
の推進

✓ SX銘柄選定企業および1次審査通過企業の7割強が、イノベーション創
出のための体制を確立し、イノベーションの取組を推進している

イノベーション創出のための推進体制を確立し、イノベショ
ンの取組を推進している

設問4-8

人材戦略の構築と、賃上げを含む人的資本への投資を行って
いる

設問4-10

無形資産等を
確保・強化する
投資戦略の構築

✓ SX銘柄選定企業および1次審査通過企業の7割強が、知的財産を含む無形
資産等の確保・強化に向けた投資戦略を構築している

知的財産を含む無形資産等の確保・強化に向けた投資戦略を
構築している

設問4-15

67% 77%78%

ESG要素等の
投資・資源配分

✓ 応募企業の8割強がESG等の要素をビジネスモデルの変革や強化の機会
と捉え、投資や資源配分を行っている

ESG等の要素をビジネスモデルを強化・変革する機会として
位置づけ、投資・資源配分を実施している

設問4-20
83% 87%

多くの企業で
確認できない取組

✓ 人材戦略の構築と賃上げを含む人的資本への投資を行っている企業は、
一部に限定されている人材戦略の構築

および人的資本
への投資

64%

85%

応募全企業 1次審査通過企業 SX銘柄

選択肢1（設問内容に十分取り組んでいる）
を選択した企業の割合

多くの企業で
確認できる取組

SX銘柄応募企業の特長と企業の課題



◼ 多くの応募企業は価値創造のKPIを設定し、役員報酬と連動させている
◼ 特に、全てのSX銘柄選定企業は企業独自のKPIの設定、役員を動機づける取組とKPIの連
動、設定根拠の説明をしている

◼ SX銘柄を含む多くの応募企業は、事業セグメントごとの資本コストに対する認識の開示が
進んでいない

③ KPI

14

17% 22%
主要な事業セグメントごとの資本コストに対する認識を開示
している。

設問5-6

企業独自のKPI
に対する
設定根拠の説明

✓ 全てのSX銘柄選定企業および応募企業の大半の企業は、企業独自に設定
したKPIの設定根拠を説明している

企業独自のKPIの設定根拠を説明している設問5-5

73% 100%85%

役員を動機づけ
る取組と
KPIの連動

✓ 全てのSX銘柄選定企業および応募企業は、役員を動機づけるための取組
や仕掛けづくりを行っている

役員を動機づける取組や仕掛けづくりを行っている設問5-20

97% 98%

多くの企業で
確認できない取組

✓ 主要な事業セグメントの資本コストに関する認識を開示している企業は、
一部に限定されている

事業セグメント
ごとの資本コス
トに対する認識
の開示

100%
多くの企業で
確認できる取組

90% 100%96%
価値創造のKPI
や独自のKPI設
定

✓ 全てのSX銘柄選定企業および応募企業の大半は、価値創造に関するKPI
や企業独自のKPIを設定している

価値創造に関するKPIや企業独自のKPIを設定している設問5-1

31%

応募全企業 1次審査通過企業 SX銘柄

選択肢1（設問内容に十分取り組んでいる）
を選択した企業の割合

SX銘柄応募企業の特長と企業の課題



◼ 全てのSX銘柄選定企業および大半の応募企業では、スキル要件に基づいた役員や経営陣の
選任・解任が実施されている

◼ 社外取締役等による経営陣の監督・評価している企業は、応募企業の半分程度に限られて
いる

④ ガバナンス
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多くの企業で
確認できる取組

97% 100%98%
スキル要件によ
る役員・経営陣
の選任・解任

✓ 全てのSX銘柄選定企業および応募企業の大半の企業は、役員や経営陣に
求められるスキルを特定し、スキルに基づいて選任や解任を行っている

役員・経営陣に求められるスキルを特定し、スキルに基づい
た選任・解任を実施している

設問5-15

46% 54%57%
社外取締役等に
よる経営陣の適
切な監督・評価

✓ 社外取締役等が業務執行を担う経営陣の戦略的意思決定を適切に監督・
評価している企業は、応募企業の半分程度に限られている

社外取締役が経営陣の戦略的意思決定を適切に監督・評価し
ている

設問5-19

経営者の
後継者計画策定

✓ SX銘柄選定企業および1次審査通過企業の6割強が、経営者の資質を明
確にし、経営者を育成するための後継者計画を策定している

経営者の資質を明確化し、後継者計画を策定している設問5-13

56% 62%61%

応募全企業 1次審査通過企業 SX銘柄

選択肢1（設問内容に十分取り組んでいる）
を選択した企業の割合

一部の企業で
確認できる取組

投資家に対する
取締役の実効性
評価等の提示

✓ 応募企業の9割弱が、取締役の実効性評価の結果や改善に向けた優先課題
を投資家に示している

取締役の実効性評価の結果や改善に向けて取り組むべき優先
課題を投資家に示している

設問5-22
87% 85%91%

SX銘柄応募企業の特長と企業の課題



◼ ほぼ全ての応募企業で経営層と投資家との個別対話は実施されているが、社外取締役が投
資家と個別対話している企業は、SX銘柄においても6割強に留まる

◼ 多くの応募企業では対話の中で設定されたKPIと戦略の進捗や成果の達成状況を投資家に
示しておらず、かつ対話等から得られた示唆を取組に反映している状況が読み取れない

⑤実質的な対話・エンゲージメント
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97%＊ 100%＊100%＊
社長を含めた
経営層と投資家
との個別対話

✓ 全てのSX銘柄選定企業および第1次審査通過企業において、社長を含め
た経営層と投資家が個別に対話する機会が設けられている

社長を含めた経営層と投資家が個別に対話している
 ＊選択肢1（社長を含めた経営層及び社外取締役）と選択肢2
（社長を含めた経営層）を選択した企業の割合

設問6-4＊

4% 8%7%

✓ 対話等を通して、実施したKPIと戦略の進捗・成果の達成状況を投資家
に示している企業は、ごく一部に限定されている

対話の中で、設定KPIと戦略の進捗・成果の達成状況を投資家
に示している

設問6-6

社外取締役の
投資家との個別
対話

✓ 経営層が投資家との対話に参加している割合に比べ、社外取締役が投資
家と個別に対話している企業は少ない

社長を含めた経営層及び社外取締役が投資家と個別に対話し
ている

設問6-4
60% 62%70%

対話等から得ら
れた示唆の取組
への反映

✓ 対話等を通して得られた示唆を基に、重要課題、戦略、KPI、ガバナン
ス体制等を見直し、改善に取り組む企業は、一部に限定されている

対話等から得られた示唆を取組に反映している設問6-7

27% 31%37%

多くの企業で
確認できない取組

対話における
投資家への
進捗説明

応募全企業 1次審査通過企業 SX銘柄

選択肢1（設問内容に十分取り組んでいる）
を選択した企業の割合

多くの企業で
確認できる取組

SX銘柄応募企業の特長と企業の課題
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設問番号 大項目 設問内容

1 設問3-7 価値観・長期戦略
目指す姿の設定に際して、短期・中長期的に想定される社会の変化を見据え、将来の市場における自社のポジショニングを
想定し、それを達成するためにどのような取組が必要かという観点（バックキャスティング）から検討しているか。

2 設問3-9 価値観・長期戦略
目指す姿の設定に際して、自社の競争優位・強みを分析した上で、将来に向けてどのように強化・持続化するかという観点
（フォアキャスティング）から検討しているか。

3 設問3-10 価値観・長期戦略 目指す姿をもとに、長期的・持続的な企業価値の基盤となるビジネスモデル（変革を含む）を設定しているか。

4 設問3-13 価値観・長期戦略 目指す姿に基づき、市場勢力図における自社の位置づけを分析し、他社との差別化要素やその持続性を特定しているか。

5 設問4-2 実行戦略
ROIC分析などを通じて目指す姿の達成に向けた長期的な事業ポートフォリオ像を策定し、当該ポートフォリオを実現する
ための戦略を構築しているか。

6 設問4-10 実行戦略 目指す姿の実現に向けて、人材戦略の構築と、賃上げを含む人的資本への投資を行っているか。

7 設問5-6 KPI・ガバナンス 資本コストに対する認識、主要な事業セグメントごとの資本コストに対する認識について開示しているか。

8 設問5-19 KPI・ガバナンス 取締役、特に社外取締役等が、業務執行を担う経営陣の戦略的意思決定を適切に監督・評価（モニタリング）しているか。

9 設問6-6 実質的な対話・
エンゲージメント

設定したKPI及びKPIによる戦略の進捗・成果の評価を行い、対話の中で達成状況を投資家に示しているか。

10 設問6-7 実質的な対話・
エンゲージメント

対話等を通して得られた示唆を基に、重要課題、戦略、KPI、ガバナンス体制等を見直すとともに、必要に応じてそれらの改
善に向けた取組を行っているか。

好事例集
◼ 本事例集では、SX銘柄2025選定企業の中から、SX調査票における一次審査の設問内容に十分取り組んでいる企業
の事例を、SXへの取組に関する重要な評価ポイントと共に紹介している

応募企業の分析



好事例集 記載内容

1

2

3

SX調査票上の設問番号、企業名
各好事例の関連するSX調査票上の設問番号、観点
別項目および企業名を記載

設問
選択肢1（設問内容に十分取り組んでいる）を選ん
だ応募企業の割合が50%未満の設問を記載

評価ポイント
SXへの取組の好事例企業の開示の評価ポイントを
紹介

4 企業の開示事例
評価ポイントの根拠として、好事例企業の開示内容
を紹介

18

資料の読み方

設問内容に十分取り組んでいる企業の事例を、SXへ
の取組に関する重要な評価ポイントと共に紹介して
いる

応募企業の分析



出所:株式会社ニチレイ|ニチレイグループ 統合レポート2024 , 企業経営理念の改定および長期経営目標「2030年の姿」の策定について （https://www.nichirei.co.jp/ir/news/2019/t in142.html）

目指す姿の設定に際して、短期・中長期的に想定される社会の変化を見据え、将来の市場における自社のポジショニングを想定し、

それを達成するためにどのような取組が必要かという観点（バックキャスティング）から検討しているか。 

評価ポイント
「中長期的（2030年）に想定される社会の変化」を踏まえて、検討している

評価ポイント
将来の市場における自社のポジショニング（国内事業・海外事業・新規事業）
を想定している

①

株式会社ニチレイ設問3-7 ：価値観・長期戦略好事例1

②

①

① ②

19

②

③

評価ポイント
バックキャスティングの観点から、取り組む
べき事項を検討している

③

③

https://www.nichirei.co.jp/ir/news/2019/t_in142.html
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目指す姿の設定に際して、自社の競争優位・強みを分析した上で、将来に向けてどのように強化・持続化するかという観点（フォア
キャスティング）から検討しているか。 

味の素株式会社

出所：味の素株式会社|味の素グループ ASVレポート 2024

設問3-9 ：価値観・長期戦略好事例2

評価ポイント
自社の強み（アミノサイエンス🄬）が将来のありたい
姿（目指す姿）につながっている

① 評価ポイント
自社の強み（アミノサイエンス🄬）を分析した上で、将来に向けての
強化ポイント（成長領域）を押さえている

②

① ②

① ②



21出所：株式会社レゾナック・ホールディングス| RESONAC REPORT2024

目指す姿をもとに、長期的・持続的な企業価値の基盤となるビジネスモデル（変革を含む）を設定しているか。

評価ポイント
価値創造ストーリーの中で、目指す姿（長期ビジョン）を描いており、それに繋がる事業を作るビジネスモデルが設定されて
いる

①

株式会社レゾナック・ホールディングス設問3-10 ：価値観・長期戦略好事例3

②

①

①

②

②



22出所：TDK株式会社|TDK Investor Day 2024 説明要綱, 統合報告書 2024

目指す姿に基づき、市場勢力図における自社の位置づけを分析し、他社との差別化要素やその持続性を特定しているか。

評価ポイント
他社との市場勢力図として、他社の参入状況がわかる自社の
重点製品別の市場シェアが記載されている

①
評価ポイント
他社と比較した自社の立ち位置を示すため、他社との差別
化要素が記載されている

②

①

②

TDK株式会社設問3-13 ：価値観・長期戦略好事例4

① ②



23出所：TDK株式会社| 統合報告書 2024 

ROIC分析などを通じて目指す姿の達成に向けた長期的な事業ポートフォリオ像を策定し、当該ポートフォリオを実現するための戦略
を構築しているか。

① ③

②

TDK株式会社設問4-2 ：実行戦略好事例5

評価ポイント
ROIC分析：「事業ROA（ROIC）」と
「事業将来性」の2軸の表を用いて
ポートフォリオ基準を策定している

① 評価ポイント
長期的な事業ポートフォリオ：将来時点の各セ
グメントの事業拡大方針（成長性・資本効率向
上の方向性）が示されている

② 評価ポイント
戦略：各事業を評価し、全体のパ
フォーマンスを最適化するための統合
的な管理プロセスをもっている

③

① ② ③



24出所：KDDI株式会社|サステナビリティ統合レポート2024 , マルチステークホルダー方針

目指す姿の実現に向けて、人材戦略の構築と、賃上げを含む人的資本への投資を行っているか。

KDDI株式会社設問4-10 ：実行戦略

評価ポイント

人財に関する課題を認識し、対応方針を策定した上で、体系的に人財戦
略が構築されている

①
評価ポイント
人的資本への投資に賃上げが含まれている

②

①

好事例6

① ②

②



25出所：味の素株式会社|第146期有価証券報告書

資本コストに対する認識、主要な事業セグメントごとの資本コストに対する認識について開示しているか。

味の素株式会社設問5-6：KPI・ガバナンス

評価ポイント
事業セグメントごとの資本コストをWACC（加重平均資本コスト）を用いて定量的に説明している

①

①

好事例7

①



26出所：株式会社ブリヂストン| コーポレートガバナンス・コー に関する2024年レポート

取締役、特に社外取締役等が、業務執行を担う経営陣の戦略的意思決定を適切に監督・評価（モニタリング）しているか。

株式会社ブリヂストン設問5-19：KPI・ガバナンス

評価ポイント
独立社外取締役が過半数を占める取締役会が、経営・執行を監督・
評価していることが図で示されている

①

①

好事例8

評価ポイント
経営陣の意思決定のモニタリングにおいて、社
外取締役が、果たした役割（議案の提案・意思
決定）が記載されている

②

① ②

26

②



27出所：明治ホールディングス株式会社|統合報告書2024

設定したKPI及びKPIによる戦略の進捗・成果の評価を行い、対話の中で達成状況を投資家に示しているか。

評価ポイント
KPI指標を設定し、目標と実績を併せて記載し、進捗が確認
できる

①

明治ホールディングス株式会社設問6-6：実質的な対話・エンゲージメント好事例9

評価ポイント
投資家との対話の中で、「KPIの進捗状況」を示している

②

②①

① ②



28出所: パーソルホールディングス株式会社|HP: 2023 年度 株主・投資家との対話の実施状況の概要 （https://www.persol-group.co.jp/wp-content/uploads/2024/09/Dialogues_with_Shareholders_and_Investors.pdf）

対話等を通して得られた示唆を基に、重要課題、戦略、KPI、ガバナンス体制等を見直すとともに、必要に応じてそれらの改善に向け
た取組を行っているか。

評価ポイント
対話を通して得られた意見や要望を経営戦略に反映している

パーソルホールディングス株式会社設問6-7：実質的な対話・エンゲージメント好事例10

①

① ②

②評価ポイント
対話を通して得られた意見や要望に対して、重要課題を見
直している

①

②



3．選定企業レポート
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ページ構成 記載内容

企業概要

（1ページ目）

取組紹介

（2,3ページ目）

1

2

3

5

総評・観点別評価
SX銘柄評価委員会（以下、評価委員会における評価
内容を企業全体・観点別に記載
• SX銘柄の選定では、5つの観点（①価値観・長期戦略
②実行戦略③KPI・ガバナンス④実質的な対話・エン
ゲージメント⑤実現可能性）で企業を評価

価値創造ストーリー
企業の中長期的な価値創造の在り方として、価値創造
ストーリー（プロセス）を開示資料より抜粋

価値協創ガイダンス該当箇所
「価値協創ガイダンス2.0」において、各取組と関連
した記載のある段落番号

企業の声
各取組に関するきっかけや検討プロセス等について、
企業のコメントを記載
※ 評価委員会における評価内容とは無関係

4 特徴的な取組の紹介
評価委員会において高く評価された内容を中心に、
各企業の特徴的な検討・取組を紹介

30

資料の読み方
選定企業レポート



企業名 ページ

株式会社アシックス 32

味の素株式会社* 35

KDDI株式会社* 38

ソフトバンク株式会社 41

第一三共株式会社* 44

ダイキン工業株式会社* 47

TDK株式会社 50

株式会社ニチレイ 53

パーソルホールディングス株式会社 56

株式会社ブリヂストン* 59

明治ホールディングス株式会社* 62

株式会社良品計画 65

株式会社レゾナック・ホールディングス 68
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企業一覧（五十音順）
選定企業レポート

*：SX銘柄2024、SX銘柄2025連続選定企業



業界 その他製品 PBR* 5.8（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

総評

• 企業理念が実績によって裏付けられており、長期戦略の基盤となっている
• マテリアリティは独自の特色を反映した内容であり、企業理念に則したものとなっている
• マーケティング・デジタル・コーポレート全体のフレームワークの見直しを行い、その結果、業績の向上が確認される

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

企業理念は創業以来の歴史に基づいてお
り、また長期戦略と密接に関わっている。
ビジネスモデルは差別化された強みに基
づいており、長期戦略を支える仕組みと
なっている。

実行戦略

VISION2030に向け、特に事業ポート
フォリオ、DX、知財を含む無形資産投資、
人材、サステナビリティ、資本政策が策
定されている。

KPI・
ガバナンス

指名・報酬委員会は過半数が独立社外取
締役で構成され、委員長も社外取締役か
ら選定されている。取締役会は多彩な
バックグラウン で構成されている。

実質的な対話・
エンゲージメント

会長・社長を含めた経営層や社外取締役
が個別に投資家と対話している。対話を
経営に生かす仕組みが示されている。

株式会社アシックス

出所：ASICS 統合報告書2023
32



特徴的な取組

株式会社アシックス

出所：ASICS 統合報告書2023
33

実行戦略

  エコシステム構築によるブラン 体験価値の向上

– 顧客接点の拡大と顧客体験価値の最大化を図る上で、核となるのが「ランニン
グエコシステム」であり、ECでの購入データ、日常的なランニングデータ、ラ
ンニングレース登録データなどをOneASICSの共通IDを軸に統合し、一人ひと
りの顧客の理解を深めている

– 顧客行動をもとに、顧客ごとにカスタマイズされたコミュニケーションを実施
することで、アシックスブラン への愛着を深めブラン 体験価値向上のルー
プを創出している

1 3.4. バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善、DX推進

企業の声

ランニングエコシステム構築に向けた取組と今後の展望
• 2019年以来、北米や豪州のレース登録会社を買収し、2022年には日本、欧州のレース登録会社をグループ内に取り込んだ。レース登録会社をグループ会社
として持っている競合他社はなく、独自のランニングプラットフォームの構築を目指す。

• ランニングエコシステムの構築は当社だけでなく、外部との連携も含めて行っている。アシックスのデジタル部門は、買収企業を合わせて700人体制となって
おり、今後はさらにデジタル人材の活用が重要と考えている。

• ランニング業界のインフラを構築するにあたり、ランナーが大会で走るまでの過程を一連の流れと捉え、日常のトレーニング、食事、サプリメントの提供か
ら、大会出場のための旅行などを含むランニングエコシステムの拡充を目指している。さらに、テニスやスポーツスタイルなど他カテゴリーへの展開も視野
に入れている。



特徴的な取組

株式会社アシックス

出所：ASICS 統合報告書2023
34

実行戦略

  知的財産と経営を一体化させた「知財経営」を実践

– アシックス・オニツカタイガーというブラン が最大の知的財産
であり、ブラン の保護やブラン 価値の向上、企業価値向上の
ため、戦略的に知的財産を活用し、「知財経営」を実践している

2 3.7. 知的財産を含む無形資産等の確保・強化に向けた投資戦略

実質的な対話・エンゲージメント

  資本市場との双方向の対話の拡充

– 資本市場からのフィー バックを踏まえた改善案の検討・提案や、
アナリストによる会長・社長を含めた全執行役員向けの勉強会を
開催するなど、資本市場との双方向の対話の拡充に努めている

3 6.4. 実質的な対話等の後のアクション

企業の声

     ブランド企業としての「知的財産」保護への取組
• 各事業領域でブラン 保護を最優先し、特許や意匠を使い分けて自社製品
や開発したアイテムを保護することに力を入れている。ものづくりを行う
ブラン 企業として、知的財産に積極的に関与し、保護していくことを重
視している。 

• ブラン 保護の一つとして、高付加価値で高価格の商品を目指すべきだと
考えている。

企業の声

対話を経営に生かす仕組み

• 投資家やアナリストからのフィー バックを基に、情報公開の充実
に向けた議論をCFO以下で日々実施している。議論を踏まえて改善
すべき点をCEOやCOOに迅速・柔軟に提案し、その結果をIR活動に
反映している。



業界 食料品 PBR* 3.6（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

環境負荷の削減と健康寿命の延伸という
2つのアウトカムを通して、志（パーパ
ス）である「アミノサイエンス🄬で人・
社会・地球のWell-beingに貢献する」
ことを実現するというストーリーを構築
している。

実行戦略
人財や技術について、目指す姿の実現に
必要な戦略の方針や、目標達成に必要な
戦略の具体的な内容を検討している。

KPI・
ガバナンス

マテリアリティと役員報酬が整合してお
り、戦略やKPIを機動的に見直すガバナ
ンス体制が構築されている。

実質的な対話・
エンゲージメント

きめ細かいアジェンダ設定を行ったうえ
で、社長や役員を中心に適切なフォー
メーションで投資家との対話に臨んでい
る。

総評

• 「アミノサイエンス🄬」という独自の競争優位性を踏まえた将来のビジネスモデルを構築し、ASV（Ajinomoto Group Creating 
Shared Value）実現を軸としたパーパス・マテリアリティ・各実行戦略の一貫性が確認できる

• 長期の目指す姿を掲げたASV経営の一層の加速・進展が見られ、SXを体現する代表格と考えられる

味の素株式会社

出所：味の素グループ ASVレポート2024
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特徴的な取組

企業の声

長期的視点を持つことの意義

• 当社の歴史を振り返ると、新規事業が成功し、大きく企業が成長したのは、
中長期を見据えて難しい課題に挑戦した時であった。

• 例えば、現在では主力事業の一つとなった電子材料事業や核酸医薬を始め
としたバイオファーマサービス事業（CDMO事業）も、中長期を見据えた
挑戦的な目標を設定したことで生まれた事業である。

• こうした認識のもと、当社では中長期的に挑戦的な目標を設定し、そこか
らバックキャスティングで取り組む姿勢を重視している。

企業の声

企業価値向上に繋がる動的なマテリアリティ設定

• 当社のマテリアリティは、現在当社の取締役でもあるデイヴィス・スコッ
ト氏を議長とした第1期サステナビリティ諮問会議により答申され、取締
役会で承認された。

• スナップショットではなく、2050年まで継続的・持続的に価値を創造す
る上でマテリアリティ同士がどのようにつながっていくのか、動的である
ことを意識したフレームワークとしている。

• 2024年度に、このフレームワークを「現在の味の素グループが取り組む6
つの重要テーマ」に整理し、実際の取組を加速・推進させている。

味の素株式会社

出所：味の素グループ ASVレポート2024
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価値観・長期戦略

  企業価値向上に向けたマテリアリティの特定

– 2050年を見据えた長期視点・マルチステークホルダー視点でマテリ
アリティを特定している

– 重要なステークホルダーを代表するサステナビリティ諮問会議のメン
バーがそれぞれの立場から重要な課題・機会を抽出している

– マテリアリティの項目間の関係性を整理しており、①共創力を磨き、
②生活者視点をもって、 ③Well-beingを実現し、事業活動を通じて
④共創された 価値を還元する、というサイクルによってサステナブル
に成長するという考え方を反映している

1 1.2. 社会への長期的な価値提供に向けた重要課題・マテリアリティの特定



特徴的な取組

企業の声

領域をまたいだ知的財産の強化：技術資産

• あるお客様から「窓口対応の社員は一人でも、問い合わせへの回答に
は、様々な分野の意見が組み込まれ、裏に多くの研究員がいることを
感じる」というコメントを頂いた。1,700人に及ぶ研究員を基盤とし
た技術を事業間の縦割りにならず、様々な事業にまたがって活用でき
ている証と考えている。

• 戦略的な知的財産の保有・開発だけでなく、当社独自の技術やノウハ
ウを掛け合わせることで競争優位性を担保している。

味の素株式会社

出所：味の素グループ ASVレポート2024
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– 人財領域においては、「つなげる」というコンセプトの下、グローバルで
“志” “多様性” “挑戦” “Well-being”の観点から施策を展開している

– エンゲージメントサーベイにおいて、「ASV実現プロセス」の各ステップ
に付随する設問を設定し、ASV実現の進度をモニタリングしている

2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

実行戦略

  複数事業に共通する競争優位としての知的財産

– 「アミノサイエンス🄬」は目指す姿で設定している4つの成長領域
（「ヘルスケア」「フー ＆ウェルネス」「ICT」「グリーン」）に
共通する競争優位性である

3 2.2.2.1. 競争優位の源泉となる経営資源・知的財産を含む無形資産

実行戦略

  目指す姿と人財戦略の推進



業界 情報・通信業 PBR* 1.8（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

既存事業と新規事業の関連性を示したビ
ジネスモデルの説明が分かりやすく示さ
れている。

実行戦略

既存事業と新規事業がきれいに整理され、
重要課題とつながりのある形で実行戦略
が立てられている。例えば、人的資本で
は「KDDI版ジョブ型」の導入などによ
り、人的資本経営に取り組んでいる。

KPI・
ガバナンス

マテリアリティは詳細かつ事業に連動し
ている。事業に紐づく非財務KPIが設定
され、見直す体制も構築されている。

実質的な対話・
エンゲージメント

社長を含めた経営層が投資家と対話を
行っており、目的に沿った対話内容を引
き出すための、対話上の工夫や対話内容
を取組に反映する仕組みが存在する。

KDDI株式会社

出所：KDDI サステナビリティ統合レポート2024
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総評

• 自社の強みである通信技術を中心に、パートナーシップや安定した財務基盤といった強みを活かし、社会に提供する価値を企業価値向
上に繋げるという価値創造ストーリーを構築している

• 既存事業と新規事業がきれいに整理されていることで、それぞれの戦略の説得力、一体となった企業価値創造ストーリーが伝わる



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  成長戦略とイノベーション推進

– 「通信を核としたイノベーションの推進」を重要課題として設定しており、
5G通信をベースとし、データ リブンの実践と生成AIの社会実装を進める
「コア事業」での「つなぐ力」を進化させて、イノベーションと事業機会の
創出に挑戦している

– 「新サテライトグロース戦略」では、「コア事業」を中心に、これと連携し
てKDDIの成長を牽引する事業領域「Orbit1」と、将来の成長分野である
「Orbit2」において、多様なパートナーと事業成長に取り組んでいる

– 事業共創するためのプラットフォームを複数構築しており、新規事業を創出
するための重要な無形資産と位置付けている

企業の声

パートナリングが価値創出・持続的成長のキーポイント

• 自社だけでは不可能なイノベーションを生み出すために取引先、パートナーシップとの関
係強化に注力している。自社だけでできることは限られており、他社と自社のアセットを
掛け合わせることで新たな価値を生み出せると考えているので、パートナーとの関係強化
については今後より一層進めていく。

• サステナビリティ経営では、社会の成長が次の事業戦略に活かされ、再び社会に還元され
る好循環を推進している。パートナーの皆さまと一緒に、社会の持続的成長と企業価値の
向上を目指している。

1

KDDI株式会社

出所：KDDI サステナビリティ統合レポート2024
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3.5. イノベーション実現のための組織的なプロセスと支援体制の確立・推進



特徴的な取組

KDDI株式会社

出所：KDDI サステナビリティ統合レポート2024
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実行戦略

  目指す姿の実現に向けた人財戦略

– マテリアリティに「人財ファースト企業への変革」を設定し、多様かつ高
度なプロ人財の活躍と挑戦心あふれる企業風土の醸成により、イノベー
ションを創出し、社会の持続的成長に貢献することを目指している

– 「KDDI版ジョブ型人事制度」では、KDDIフィロソフィをベースとし、全
社員が既存事業で培った経験も活かしながら、新たな領域でも通用する能
力を身に付け、市場でも活躍できるプロ人財となることを目指している

– 急速に変化する事業戦略に合わせて、人財戦略も柔軟に適応させることを
重視し、生成AIを中核に据えた「新サテライトグロース戦略」を支える高
度なAI人財の確保に向けAI人財へのリスキリングに注力している

2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

KPI・ガバナンス

  非財務情報に関するKPI設定

– マテリアリティへの対応や進捗管理のために、提供価値を定
義し、事業に紐づくKPIを設定している

– サステナビリティに係るKPIの達成度は、役員報酬ならび
に全社員の賞与に連動し、サステナビリティ経営の浸透や
行動促進につなげている

3 4.3. 戦略の進捗を示す独自KPIの設定

企業の声
組織横断のコラボレーションを促進

・「KDDI版ジョブ型」を通じて、多様な専門領域のプロ人財の個性が
つながり、混ざり合うことで、大きな目標をより早く達成することを
目指している。

・24年度より30の専門領域ごとのプロ人財を全社公開（全社員が閲覧
可能な社内ア レス帳上でプロ人財マークを表示）した。

・評価の透明性を確保するとともに、プロ人財をハブにした組織横断
のコラボレーションを促進、さらにはプロ人財が承認・賞賛される風
土の形成を目指す。

マテリアリティ1「通信を核としたイノベーションの推進」に関する

「サステナブルな産業・インフラ環境の構築」のKPI

マテリアリティ2「安心安全で豊かな社会の実現」に関する

「地域共創の実現」のKPI



業界 情報・通信業 PBR* 3.9（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

自社の強みであるテクノロジーを競争優
位とし、リスクへの対処と機会の実現に
より、社会価値を創出するビジネスモデ
ルを設定しており、一貫したストーリー
で語られている。

実行戦略

「目指す姿」の実現に必要な要素として
ポートフォリオ戦略や知財、人材活用等
を掲げており、それぞれに目指す姿の実
現に資する対応を確立している。

KPI・
ガバナンス

業績連動型の役員報酬を決定する指標と
して、TSRやマテリアリティ目標を設定
している。また、事業の進捗に連動する
非財務KPIを設定されており、これらの
KPIを基に戦略の見直しを行う体制が整
えられている。さらに、状況に応じて非
財務KPI自体の見直しも実施される。

実質的な対話・
エンゲージメント

代表取締役社長、社外取締役が対話に対
応しており、対話内容を取組に反映する
ための仕組が存在する。

ソフトバンク株式会社

出所：SoftBank 統合報告書2024
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総評

• テクノロジーを競争優位性として社会価値を創出する価値創造ストーリーを構築している
• 中長期的な成長の指標としてTSRを採用しており、実効性を持たせるため、役員報酬と連動させている



特徴的な取組

ソフトバンク株式会社

出所：SoftBank 統合報告書2024
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価値観・長期戦略

  企業価値向上に向けた長期ビジョンの策定

– 長期ビジョンとして「デジタル化社会の発展に不可欠な次世代社会
インフラを提供する企業へ」を策定している

– 次世代社会インフラの構築において、各地域で生産された再生可能
エネルギーを各地域のデータセンターで消費する、サステナブルな
分散型のAIデータセンターの整備などに取り組んでいる

– 自社の強みであるAIやIoT、ビッグデータなどの最先端テクノロ
ジーを最大限に活用することで、事業リスクを低減し、同時に事業
機会を生み出している

1 2-1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿

企業の声

次世代インフラと顧客基盤による社会価値創造
• 2030年の「目指す姿」として、デジタル技術とAIを活用した次世代社会イ
ンフラの提供を目指し、より豊かな社会の実現を描いている。目指す姿に向
けて、xIPF、分散型コンピューティング基盤、生成AIなどの新しいビジネ
スモデルを事業分野および投資分野において加速させていくことがフォア
キャスティングの現状である。

• 競争力の源泉は、通信事業やLINEヤフーを通じた顧客基盤の強固さにある。
ソフトバンクグループやソフトバンク・ビジョン・ファン を通じた世界的
なテクノロジー企業とのパートナーシップから得られる知見も備えている。
これらを生かし、携帯電話やインターネットを超えた発展を目指して、デジ
タルを用いた社会課題の解決とより良い社会への貢献に取り組んでいる。



特徴的な取組

ソフトバンク株式会社

出所：SoftBank 統合報告書2024
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実行戦略

  目指す姿を実現させる中長期成長戦略

– 「Beyond Carrier」を成長戦略として掲げ、コアビジネスである通信事業の持続的
な成長を図りながら、通信キャリアの枠を超え、「DX・ソリューション」「ファイ
ナンス」「メディア・EC」「新領域」など、情報・テクノロジー領域のさまざまな
分野で積極的に事業を展開することで、企業価値の最大化を目指している

– 通信事業とグループ事業との連携を強化することで、通信事業の競争力を強化する
とともに、グループ事業のサービス利用者数の拡大やユーザーエンゲージメントの
向上といったシナジーを創出することを推進している

2 2-2. ビジネスモデル

企業の声

人材配置の最適化による人材戦略ポートフォリオ
• 当社の人材戦略については、「Beyond Carrier」における成長戦略をベースとして、事業戦略との一体
を重要視している。既存領域である通信から新規領域へシフトしていくことを目指している。既存領域
については、業務自体をテクノロジーや生成AIの活用によって、人材の配置の効率化を図っている。業
務効率化によって生まれた余剰人員については、新領域に配置することで、AIエンジニアやグローバル
人材の充実を目指している。

– AIとの共存社会を実現する次世代社会インフラの提供のため、必要な人材確保、組織の
整備を進めている

– 経営戦略と連動した人材戦略として、新規領域の強化と生成AI活用の2軸で推進

実行戦略

  目指す姿の実現に向けた人材戦略
3 3.6. 人的資本への投資・人材戦略



業界 医薬品 PBR* 5.7（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

競争優位な領域を全面に掲げ生み出した、
自社の強みであるADC抗体を軸にした
ビジネス構築をしており、 一貫性を感
じる。

実行戦略
自社の強みであるADCを優先する研究
開発を打ち出しており、戦略は整合的に
策定されている。

KPI・
ガバナンス

財務面でのマテリアリティは、同社の核
となるがん領域の収益をKPIとし、非財
務面では、事業に関するものと事業基盤
に関するものとに区分して整理されてい
る。

実質的な対話・
エンゲージメント

製薬企業において最重要といえる学会
データの開示が充実していることに加え、
「サステナビリティに関する意見交換
会」など各種説明会にも積極的である。

第一三共株式会社

出所：第一三共 バリューレポート2024
44

総評

• 製薬企業の核となるサイエンスに関する開示は学会情報の説明であり、優れている
• 世界中の大きな社会課題である抗がん剤創薬を技術とテクノロジーで解決する、本業に根差したサステナビリティ経営が随所に行き渡
り、かつ高い業績を上げ続けており、SX企業の代表格といえる



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  バックキャスト&フォアキャストによる目指す姿設定

– 2030年ビジョンの策定において、「サイエンス＆テクノロジー（S&T）」を価値創造の源泉として捉えている。策定時のパイプライン
の状況やS&Tの強みを発揮できる領域を踏まえ、がん領域（オンコロジー）を成長戦略の柱に据え、グローバル化や専門人材の育成を
進め、ビジョンに掲げているグローバルヘルスケアカンパニーの実現を目指している（フォアキャスティングの観点）

– 将来の社会環境として「Healthcare as a Service （HaaS）」が実現し、データの提供・利活用による医療サービスの個別最適化、 
患者の家族のケアや患者の予後サポート等が可能になる社会の到来を想定している。その社会において、同社はPatient Centricity の視
点に立ち、革新的な医薬品の創出や、患者のQOL向上に寄与するサービスの提供を検討している（バックキャスティングの観点）。

– 特に、同社が最も強みを持つオンコロジー領域において、がん患者やそのご家族・介護者が抱える課題・困りごとの解決に向け、総合
的なサポートやケアを提供することで患者の Well-Being に貢献することを目指している。

– さまざまな企業や団体が連携し、個人の医療・健康データを活用する 「トータルケアエコシステム」 の構築が進む中で、同社はサイ
エンスの強みと築き上げてきた信頼を基盤に、革新的なサービスやソリューションの創出に取り組んでいる。一人ひとりに寄り添うヘ
ルスケアを提供し、より包括的な支援の実現を目指している。

企業の声

バックキャスティングによる目指す姿の設定

• 当社におけるHaaSの概念は、Society5.0の考え方を元に、健康・医療面から考えられる
将来社会とはどのようなものかという視点で考えたものである。

• 役員だけでなく社外の意見も取り入れながら当社におけるHaaSの概念を検討し、その中で
どのような形で事業を展開すればHaaSに貢献できるのかについてディスカッションを重ね
ている。

1

第一三共株式会社

出所：第一三共 バリューレポート2024
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2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿



特徴的な取組

第一三共株式会社

出所：第一三共 バリューレポート2024
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実行戦略

  目指す姿の実現に向けた人的資本

– 自社グループの価値創造の源泉であり、最大の強みであるS&T の
さらなる強化には「人材」「技術」「組織」を起点とする変革が
必要としている

– 研究開発力の強化と人的資本のグローバル化による組織変革を進
め、持続的な価値創造を実現する

– 特に創薬研究や製薬技術などで活躍するバイオ人材、グローバル
経営を推進するグローバル人材、全社的なDX推進のためのDX人
材の育成・獲得に近年注力をしている

2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

実行戦略

  研究開発投資の維持

– 独自の「DXd-ADC技術」を用いた5つの製品（5DXd-ADCs）へ
研究開発費を優先的に投入している。更に、持続的成長に向けた
好循環を生むため、5DXd-ADCsに次ぐ成長 ライバー候補や初
期研究にも積極的に投資予定である

3 3.2. 経営資源・資本配分（キャピタル・アロケーション）戦略

企業の声

知的資本を生み出すための人的資本

• 当社が新薬を出し続けられる最大の理由は、S&Tという強みがDNA
レベルで組織に浸透していることである。役職に捉われず活発に議
論できる風土や、時の経営陣たちが自社の研究部門の力を信じ、継
続して研究開発投資を行ってきた歴史が強みを形づくってきたと考
えている。

企業の声

高い研究開発費比率を維持出来る理由
• 当社は長年、対売上高比率 約20％の研究開発費を投じることができている。
強みであるS&T基盤により継続的な革新的医薬品を創出し、戦略的提携等に
よりパイプラインの価値を最大化できていることがキャッシュインにつなが
り、S&Tへの再投資が実現できている。



業界 機械 PBR* 2.5（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

戦略経営計画「FUSION25」の策定にお
いては、10年先、20年先の世の中の変化
と自社のありたい姿からバックキャスト
し、これを5年の経営計画の重点戦略
テーマとするなど統合的な思考で、長期
戦略が策定されている。

実行戦略

・戦略経営計画「FUSION25」で定める
重点戦略テーマは、長期戦略に基づき策
定されており、外部環境の変化に柔軟に
対応可能で、一貫性が保たれている。
・買収を含む多様な施策を通じて確実に
成果を挙げている。

KPI・
ガバナンス

「気候変動対応」に関連する指標を非財
務KPIとして設定している。

実質的な対話・
エンゲージメント

対話のテーマによって適切と考えられる
担当者が対応する仕組みとなっている。

ダイキン工業株式会社

出所：ダイキン工業 統合報告書2024
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総評

• 環境負荷低減が長期戦略となる、非常に理解しやすいストーリーを構成している
• 本業と密接に関係する気候変動を最重要課題とし、 課題解決に向けた仕組みづくりについて分かりやすく説明している



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  バックキャスト&フォアキャストによる「めざす姿」設定

– 長期的な社会の変化や将来市場における自社のポジショニングを考慮したバックキャスティングと、自社
独自の強みを基にしたフォアキャスティングという双方の観点より、明確なプロセスで、2022年3月期
から2026年3月期までの戦略経営計画「FUSION25」の中で「めざす姿」を設定している

– 「FUSION25」当初計画策定時からの外部環境変化を踏まえ、実行計画を柔軟に見直している

企業の声

将来時点の自社のポジショニング

• 現状、グローバル各地域で高いシェアをとれており、今後は空調需要が高まるとされるイン やアフリカなどの新興国
市場でもリーディングカンパニーとして、空調業界を牽引していきたいと考えている。定量的なシェア獲得目標は開示
していないが、方針としては、環境性能の高い空調機の販売やエネルギーソリューションの取組により、環境と社会課
題解決にアプローチすることを掲げている。

• 各社員が業務において様々なステークホルダーと関わる中で、社外ステークホルダーがダイキンに期待するポジション
を認識しており、その内容が当社全体としてめざす方向に反映されている。

1

ダイキン工業株式会社

出所：ダイキン工業 統合報告書2024
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2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿

「FUSION25」後半
3カ年計画策定の前提

企業の声

自由闊達な議論を好む企業風土

• 当社では戦略や方針を決定する際、役職や担当に関わらず、それぞれの立場からフラットに意見を出し合い、侃々諤々
の議論を重ねる企業風土がある。意見を出し尽くすことで、社員の腹落ち感が高い目標設定となり、現場の実行力に結
び付いている。



特徴的な取組

ダイキン工業株式会社

出所：ダイキン工業 統合報告書2024
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実行戦略

  社内外における新たな知的財産創出に向けた取組

– 事業に貢献する知財活動を戦略的に推進するため、技術開発部門・事業部門と知的
財産グループが一体となって知的財産ポートフォリオの構築・強化を行っている。
海外の各拠点においてもこうした知的財産体制の構築が進められている

– 自社の商品・技術を守る特許だけではなく他社からも注目される特許などに報奨を
与える「有効特許報奨制度」を通じて、知的財産に対する意識改革を図っている

– 産業・社会構造変化を踏まえ、自前主義から脱却し、スタートアップや産官学と一
体となって新たな価値を提供していくための取組を「協創」と定義し、当事者双方
に発明創出のインセンティブが働くような仕組みづくりも行うことで、新たな知的
財産の創出に注力している

2

実行戦略

  自社技術の規格化による市場拡大

– 日本の同業他社と連携して提案した、インバータ機の省エネ性能を適
切に評価するための指標が、2013年に国際標準であるISO規格に採用
された

– 新興国において本指標の採用による省エネ性能の評価が広がり、自社
の高効率なインバータ機の普及拡大に繋がっており、こうしたルール
形成による市場拡大戦略を積極的に推進している

3 3.7. 知的財産を含む無形資産等の確保・強化に向けた投資戦略

3.5. イノベーション実現のための組織的なプロセスと支援体制の確立・推進

研究開発拠点

企業の声

知財・技術の公開の判断軸

• 特許や技術の公開については、社内で侃々諤々の議論を行った上で、
トップの判断により決定される。 2011年から順次、世界の冷媒転換
を促進すべく、冷媒R32に関する特許をグローバルで無償開放した。

• 判断の議論においては、「事業成長に資するかどうか」、「環境・社
会問題の解決に寄与することで将来的な自社の企業価値向上に繋がる
か」という観点で議論が実施される。



業界 電気機器 PBR* 1.7（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

市場全体の大きな流れとその中での自社
の市場機会が長期目線と当面の戦略とし
て示されている。内容も具体的で説得力
がある。また戦略が企業理念と連動して
いる。

実行戦略
長期ビジョンに従いビジネスモデルを定
義し、特定されたマテリアリティと密接
に関連付けられている。

KPI・
ガバナンス

ガバナンスに対する考え方が「ボー カ
ルチャー」として示され、モニタリング
機能を強化するべく体制整備が行われて
いる。

実質的な対話・
エンゲージメント

投資家との対話において社長が対話に応
対している。会話からのフィー バック
を踏まえたアクションが示されている。

TDK株式会社

出所：TDK 統合報告書2024 50

総評

• 「創造によって文化、産業に貢献する」という社是の下、自社のコアコンピタンスを未来の社会に活用するため、どのように事業ポー
トフォリオを変革して価値創造を進めるか、明確に示されている

• 市場全体のトレン （GX・DX）を把握し、中長期的な目線で自社の戦略に組み込んでいる



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  社会課題をとらえた長期ビジョンの策定

企業の声

TDK Transformationにおける経営の
変革力とポジショニング

• 目指す姿の実現のために、10年先を見据えた長期ビジョン
「TDK Transformation」を新たに設定した。

• この過程で、将来の社会像をフォアキャスティングにより
予測して、経営幹部や取締役との議論を重ね、「TDKのあ
りたい姿」をバックキャスティングで逆算して設定した。

• 長期ビジョンの設定にあたり、各ビジネスカンパニーの競
争優位性の源泉、競合他社に対する競争優位性、マーケッ
トポジショニングについて時間をかけて議論を行った。こ
れらの議論から、当社の4つのビジネスカンパニーに共通す
る言葉を紡ぎ出し、今回新たに「経営の変革力とポジショ
ニング」をTransformationに必要な要素と整理した。

1

TDK株式会社

出所：TDK 統合報告書2024
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1.1. 価値観を定める意義

– 市場全体の大きな流れであるメガトレン 「グリーントランスフォーメーション（GX）、デジタルトランスフォーメーション
（DX）」と、この社会変革に貢献できる市場機会として「長期ビジョン（TDK Transformation）」が策定されている

– 「長期ビジョン（TDK Transformation）」では、社会の変革に寄与する電子デバイスの開発を通じて、テクノロジー進化とサステナ
ブルな未来への貢献を目指す形で、戦略と企業理念が連動している



実質的な対話・エンゲージメント

  投資家との対話内容の取組への反映

特徴的な取組

3

TDK株式会社

出所：TDK 統合報告書2024
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実行戦略

  目指す姿の実現に向けた人的資本
2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

6.3. 実質的な対話等の手法/6.4. 実質的な対話等の後のアクション

– 社長自らが株主との対話に応対し、フィー バッ
クを基に具体的なアクションを実施している

– 投資家との対話では適切な人選を行い、例えば役
員報酬の算定に非財務項目を取り入れるなど、投
資家の意見を反映した成果を示している

企業の声

「多様な人財の結びつきを強化しイノベーションに挑戦」
• TDKは、世界中の多用なマネジメント層と将来のリーダー候補が一同に会するリーダーシッププログラムを
行っている。このプログラムの中で得られたアイデアから、社内インキュベータープログラムの仕組みを確
立することができたほか、エッジAIを活用したソリューション事業のアイデアが執行役員クラス研修の横の
つながりから生まれ、実際に事業化されている。

• 当社では、失敗を恐れずに挑戦する文化が根付いている。CTO自ら「自分も失敗を経験してきた。上層部の
意見に関わらず、地道な開発が成功につながった」と述べており、失敗から学び、同じ過ちを繰り返さない
ための組織的な取組が進められている。

– グローバルマネジメント人財育成プログラムでは、グループ各社の枠を超えて、多様な人財の結びつきを強くすることで、未来構想
力や実行力の強化につなげている。

企業の声

「対話から生まれる共有の価値」IR活動の社内展開
• 当社のIR部門は、投資家との対話を大切にし、年間約400件から500件の個別対話を実施してい
る。今期からは、これらの対話内容を「IRレポート」としてマネジメント層のみならず一般社
員も閲覧可能なイントラネットで共有し、社内の情報透明性を高めている。



業界 食料品 PBR* 1.9（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

価値創造ストーリーの各要素が揃ってお
り、将来社会を踏まえて創出価値を設定
し、自社の市場におけるポジショニング
を明確にしている

実行戦略

As-Is/To-Be戦略に基づき、そのギャッ
プを埋めるという観点で各種戦略が構成
されている。人財やDX、資本政策につ
いて、目指す姿の実現に必要な戦略の方
針や、目標の達成に必要な戦略の具体的
な内容を記載している。

KPI・
ガバナンス

マテリアリティへの対応・進捗管理のた
めに事業に紐づく非財務KPIが設定され
ている。戦略やKPIを見直す体制が構築
されており、実際に見直しが行われてい
る。

実質的な対話・
エンゲージメント

各種準備、対応者の設定等丁寧に対応し
ている。また投資家の意見を参考にＫＰ
Ｉの採用についても言及する等、資本市
場からのメッセージについても対応を進
めている。

株式会社ニチレイ

出所：ニチレイグループ 統合レポート2024
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総評

• 将来の社会状況を踏まえ、自社の位置づけに関する明確なビジョンを設定し、その実現に向けて多様な指標を用いた経営を行っている
• 各戦略はストーリー性を持って策定され、総じて一貫しており、統合されている



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  バックキャストによる目指す姿の設定

– 2030年の目指す姿を実現するため、事業活動と社会課題の解決を
連携させ、マテリアリティを特定して経営戦略に組み込んでいる

– 目指す姿は当初計画策定時から定期的に見直しを行い、環境の変化
や新たな社会課題の出現に応じて戦略を更新している

1 2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿

株式会社ニチレイ

出所：ニチレイグループ 統合レポート2024
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企業の声

多様な視点を統合する
「組織プロフィール」の取組

• 当社では、マネジメントサイクルの見直しを行うために「組織プロ
フィール」というプロジェクトを定期的に実施している。このプロジェ
クトは中期経営計画を策定する前段階として機能し、定量的ではなく定
性的なアプローチを取り入れており、若手社員から部長層まで幅広い階
層の社員が参加し、5年後の「ありたい姿」を共有する場となっている。
この「ありたい姿」は、既成概念にとらわれず言葉通りありたい姿を描
き、それを現実的な中期経営計画に落とし込むプロセスを経ている。
2023年の段階では、2030年を超え2035年を見越した将来のビジョンが検
討されており、将来のチャレンジに対応するためのストーリーを描く重
要な取組となっている。

ニチレイのマネジメントサイクル



価値観・長期戦略

  独自技術で創る競争優位と価値
実行戦略

  知的資本で拓くイノベーションと成長

特徴的な取組

– 広い事業展開の機能とグループとして保持する 3 つの強み「食
のフロンテ ィア力」「食品加工・生産技術力と低温物流サービ
ス力」「グループ総合力」を活かしたビジネスモデルにより、
社会課題解決を通じて事業成長につなげる施策を検討している

企業の声

「食のフロンティア力」を活かした
商品開発と食へのこだわり

• 当社は、冷蔵倉庫や水産業、冷凍食品技術の豊かな歴史を基に、「食のフ
ロンティア力」を核として事業を展開してきた。自社開発の冷凍食品技術
により、日本で初めての冷凍調理加工品として茶碗蒸しを市場に送り出し、
冷凍調理加工品のパイオニアとしての地位を確立してきた。今後も、品質
向上のための技術開発に絶えず注力し、革新的な技術の導入により、競争
優位性をさらに高めることを目指している。

• 既存の事業における知的財産を最大限に活用し、食のフロンティア力とい
う観点から当社が最も重視する「おいしさ」を追求している。冷凍食品で
ありながら、サクサク感やパラパラ感といった手作りの質感を再現するこ
とにこだわり、消費者に新たな食体験を提供することを目指している。

企業の声

創造と革新を支える知的財産の活用

• 知的財産の管理を行う中で、過去に取得した特許を現代のビジネス環境に
合わせて活かすことが重要である。社会が直面する課題や市場の変化に対
応し、既存の知財を基に新たな商品開発を進めることで、社会の要請に応
え、企業の持続的な成長を促進している。

2

株式会社ニチレイ

出所：ニチレイグループ 統合レポート2024
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2.2.2 競争優位を確保するために不可欠な要素

知的財産マネジメントの事例：長年蓄積した技術力と商品開発力の活用

– 知的財産は事業活動に付加価値を与え、企業価値の向上に貢献
する成長のための資産として位置づけられている

– 競争優位性を生む技術開発を進めると同時に、事業活動と連動
した特許権・商標権などの取得・活用・保護を行う知的財産マ
ネジメントを推進している

3 3.7.1. 技術（知的資本）への投資



業界 サービス業 PBR* 2.9（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

価値観、ビジネスモデル、長期戦略が統
合されたアプローチを通じて、社会課題
の解決に取り組んでいる。

実行戦略

マテリアリティに基づき、具体的な実行
戦略とKPIを設定し、多様な人材の活躍
やデータガバナンスを含む全方位的な取
組を展開している。

KPI・
ガバナンス

事業戦略に沿った明確なKPIを設定し、
効果的なモニタリングを行っている。ま
た、独立性と多様性を備えた取締役会と、
特色あるスキルマトリックスを通じて実
効性の高いガバナンスを実施している。

実質的な対話・
エンゲージメント

株主・投資家との対話の実施状況を開示
することで透明性を高めている。

パーソルホールディングス株式会社

出所：パーソルグループ 統合報告書2024
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総評

• ビジネスモデルを通じて解決すべき社会課題が明確な方向性を持っており、価値観と実行戦略がストーリー性を持って展開されている
• 取締役会の実効性評価の取組から、実効性の高いガバナンス体制が確立されている状況が窺える



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  企業価値向上に向けたマテリアリティの特定

– 「はたらいて、笑おう。」という企業理念のもと、は
たらく機会の創出を含む8つのマテリアリティが設定さ
れており、価値観、ビジネスモデル、長期戦略が価値
創造ストーリーにて連携している

1

パーソルホールディングス株式会社

出所：パーソルグループ 統合報告書2024
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1.2. 社会への長期的な価値提供に向けた重要課題・マテリアリティの特定

– Discount Cash Flow法（継続成長モデル）の考え方を
ベースに、企業価値と8つの「マテリアリティ」が経
営・事業に関連して整理されている

– 将来の環境変化に対応し、価値提供と事業成長を目指して、フォアキャス
トの観点で、2030年に向けた価値創造ストーリーを描いている

価値観・長期戦略

フォアキャストによる目指す姿設定

2 2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿

企業の声

テクノロジーと人の力を融合させた価値創造戦略

2030年に向けた価値創造の展望を描くにあたり、当社は人材ビジネスの基本的な強み
を維持しつつ、テクノロジーを駆使して生産性を高める方策を進めている。デジタル化
が進む業界の中で、人の介在が生み出す価値を重視する一方で、デジタルによる効率化
および新規プロダクトの創出を図ることで、バランスの取れた事業展開を目指している。



KPI・ガバナンス

  役員のスキル 及び 取締役会における戦略的意思決定の監督・評価

5.3. 社長、経営陣のスキル及び多様性／ 5.4. 社外役員のスキル及び多様性

特徴的な取組

3

パーソルホールディングス株式会社

出所：パーソルグループ 統合報告書2024
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– 取締役会は独立性と多様性に富んだ構成である

– 取締役会が備えるべきスキル（知識・経験・能力）の定義と選定理由が特定されてお
り、明確である

– 取締役会の機能のさらなる向上を目指し、取締役会の実効性評価を行っている。毎年、
取締役会全体の実効性の評価を行い、その方法およびプロセスならびに結果の概要を
公表している

企業の声

取締役会の
多様性に富んだ人材構成

「“はたらくWell-being” 創造カンパニー」としての
理想像を実現するためには、事業の加速と価値創造
の推進が不可欠であり、その土台として多様な人材
の重要性を認識している。当社は、適切な監督機能
の発揮も重要視しており、社会価値と人的資本の重
要性を踏まえ、専門的な知見を持つ人材を取締役会
に参画させることで議論を活性化させることを目指
している。この取組により、取締役会では「“はたら
くWell-being”」や「人的資本経営」に関する議論
が増え、議論の質が向上している。

企業の声

取締役会の実効性評価と
活性化に向けた取組

• 当社では、実効性評価を外部のアンケートフィー
 バックと、各社外取締役と議長との個別インタ
ビューによって行っている。この方法により、取
締役会の運営や議題についての直接的な意見交換
が可能となり、議論がより活性化している。

• CEOと社外取締役のみの対話の場を設け、CEOへ
の深い質問を直接行う機会を設けている。この取
組に加えて、社外取締役だけのミーティングも定
期的に開催し、独立した視点からの意見交換を
行っている。



業界 ゴム製品 PBR* 1.3（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

・自社の強みを活かし、経営課題に対応
する戦略が策定されている。
・EV他、新たなモビリティを支えるタ
イヤ開発に向け、製造と調達プロセスの
CO2削減、モビリティエコシステム構
築など優れた取組をしている。

実行戦略
人財育成、DX強化、知財マネジメント
を強化するための、リソース配分を実施
している。

KPI・
ガバナンス

取締役会で定期的にグローバルな議論の
中でサステナビリティをとりあげ、KPI
を着実にモニタリングしている。

実質的な対話・
エンゲージメント

CEO、社外取締役が投資家との対話に
出席し、対話の場で得られた意見を定期
的に取締役会等の重要会議体において共
有し、PDCAを回している。

株式会社ブリヂストン

出所：ブリヂストン Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2024）
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総評

• 経営課題の抽出と、自社の強みを生かした対応や達成への方向付けに関するストーリーが構築されている
• EVをはじめ、モビリティの進化を支えるタイヤを目指し、製造過程のCＯ2削減や生産過程の省エネ化、持続可能な天然ゴムサプライ
チェーンのマネージメント、モビリティエコシステムの構築等、優れた取組をしている



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  サステナビリティを中核に据えた自社が目指す姿と提供する価値を明確化

– サステナビリティを経営の中核に据え、事業を通じた社会価値・顧客価値の創出を目指している

– 提供する社会価値・顧客価値を企業コミットメント「Bridgestone E8 Commitment」（以下E8）にて具体化し、価値創造の軸として
機能させている

企業の声

ビジョンを具体化する価値創造の軸として「E8」を制定

• Bridgestone E8 Commitment（右図）を、当社のビジョンを具体化し、「未来からの信
任を得ながら経営を進める軸」、価値創造の軸として制定し、広くグローバル従業員へ浸
透させている。

• 8つの「E」の実現に向けて、グローバル各職場で活動を具体化。パートナーを含めた社内
外における社会・顧客価値の創造（共創）を拡大し、ビジョンの実現に向けた活動をグ
ローバルで推進している。

1

株式会社ブリヂストン

出所：ブリヂストン Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2024）
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2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿

企業の声

サステナビリティを経営の中核に据えた取組

• 当社は経営トップのリーダーシップの下、サステナビリティを経営の中核に据え、サステ
ナビリティと経営戦略を一体化、統合している。

• 2050年を見据えたビジョンの実現に向けて、社会価値・顧客価値を持続的に創造していく
ために、サステナビリティの観点でもリスクと機会を捉えながら経営課題を見極め、事業
計画に落とし込み、実行・推進している。



特徴的な取組

株式会社ブリヂストン

出所：ブリヂストン Bridgestone 3.0 Journey Report（統合報告2024）、 2030年長期戦略アスピレーション（実現したい姿）
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実行戦略

  目指す姿の実現に向けた人財戦略

– 事業ポートフォリオを支える人財集団を目標とし、人
的創造性を指標とした施策の整理がなされた人財戦略
を打ち出している

2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

実行戦略

  適切な監督・モニタリング体制構築の工夫

– 中長期事業戦略に基づく中期事業計画の進捗確認
を取締役会にて実施している

3 5.5. 戦略的意思決定の監督・評価

企業の声

専門人財を交え、定期的に執行側の進捗状況を確認・議論

• 四半期ごとにグローバルの経営陣が集まり、執行側の進捗状況や取組に対する課題等経営議題
の議論を行っている。審議内容については、直後の取締役会においてCEOから取締役会に共有
している。

• サステナビリティやグローバルビジネス等、取締役には多様な専門領域を持つメンバーがいる。
例えばサステナビリティについては、外部環境から見た当社の取組レベルについて独立社外取
締役であり、サステナビリティに精通している議長と適宜対話を行い、どのタイミングでサス
テナビリティに関して取締役会で議論すればよいか、何をテーマとすべきかを議論している。

企業の声

人的創造性向上に向けた取組を推進するとともに
継続的な人的投資実現のため、生産性向上に取り組む

• 人財投資を強化し、付加価値を上げ、価値創造の好循環を生むことを基本的な考え方に
据えた「人的創造性」をKPIに、グローバル共通の軸を持った取組を加速させている。

• 企業コミットメント「Bridgestone E8 Commitment」による価値創造と連動した新た
なDNA創造、カルチャーチェンジの推進に注力し、企業文化の変革にも取り組んでいる。



業界 食料品 PBR* 1.3（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

メガトレン と経営理念である健康価値
の最大化を踏まえた上で、ROESGを導
入するなど、長期戦略を立案している。

実行戦略

人財やDXについて、目指す姿の実現に
必要な戦略方針や、目標の達成に必要な
戦略を具体化している。中期計画の未達
を踏まえ、「変える」をキャッチフレー
ズに事業戦略、人的資本活用の変更に取
り組んでいる。

KPI・
ガバナンス

明治ROESGが業績連動型の役員報酬を
決定する項目の一つとなっている。ガバ
ナンスで社外取締役に、サステナビリ
ティの専門家を入れるなど工夫がみられ
る。

実質的な対話・
エンゲージメント

CEO、社外取締役が対話に対応し、
目的に沿った対話内容を引き出すための
工夫や対話内容を取組に反映するための
仕組みが存在する。

明治ホールディングス株式会社

出所：明治ホールディングス 統合報告書2024
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総評

• 2026年までのビジョンに基づき中計が策定されている他、ROESGを掲げた上で各実行戦略の方向性が明確に示されているなど、
ROESGを軸とした目指す姿に向け、サステナビリティを重視した実行戦略が遂行されている



特徴的な取組

KPI・ガバナンス

  企業の価値創造に資する独自KPI

– 目指す姿を実現するため、稼ぐ力を示すROEとESGの目標達成度の2つの要素で構成される「明治ROESG」を最上位の経営目標とし
て設定している

– 新たな「明治ROESG」では、サステナビリティと事業の融合を象徴する指標として、ESG項目に「明治ROESG」対象ブラン 群
（製品）の売上高目標を設定している

企業の声

「明治ROESG」設定の効果

• ESGを重視する投資家の方には明治ROESGを理解した上で高く評価
いただいており、特に、多くの企業がESGの取組のみをアピールす
る中で、事業成長とサステナビリティをセットで考え、ROEまで考
慮して取り組んでいる点を評価いただいている。

• 社員にとっては、社会貢献に寄与している点が可視化され、モチ
ベーション向上に繋がっていると考えている。明治の保有する製品
群は社会貢献に繋がり得るものが多く、明治ROESG指標との相性が
良いと言える。

1

明治ホールディングス株式会社

出所：明治ホールディングス 統合報告書2024
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4.2. 企業価値創造と独自KPIの接続による価値創造設計



特徴的な取組

明治ホールディングス株式会社

出所：明治ホールディングス 統合報告書2024
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実行戦略

  経営戦略に基づく人財戦略

– 経営戦略と人財戦略のつながりをより具体化した「企業価値創
造ストーリー」を策定している

– 新中期計画のコンセプトである「変える」を体現するのは人財
であると考え、「人と組織の変革」が経営戦略実現に向けた最
重要課題としている

2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

実質的な対話・エンゲージメント

  対話内容の取組への反映

– 株主との対話の内容は
IRマンスリーレポート
として取締役会に報告さ
れたのち、全社員にも公
開されており、社内への
フィー バックの仕組み
が整っている

3 6.4. 実質的な対話等の後のアクション

企業の声

対話内容開示の経緯とメリット

• 対話内容の開示は、他社の実施事例を踏まえて自主的に開始した。開示
のメリットとしては、投資家との認識のずれが無い旨を訴求できること、
および透明性の担保であると考えている。また、管理職の社内向け決算
説明会の視聴は必須とし、健全な危機意識の醸成を図る。



価値創造ストーリー

業界 小売業 PBR* 2.3（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

観点別評価

価値観・
長期戦略

「感じよい暮らしと社会」の実現を目指し、
各店舗が「地域のコミュニティセンター」
としての役割を持ち、個店経営の実現を目
指していることに一貫性が感じられる。
2030年のありたい姿で、重点課題と出さ
れた「資源循環型」「地域課題解決」など
も同社の特色が生きた長期戦略と感じる。

実行戦略

目指す姿の「地域への土着化」や多様な人
財に向けた具体的な取組として、従業員の
多様性やインセンティブ制度の導入が行わ
れている。また、自社製品の競争力強化と
地域に対する理解を深めるため取組も実施
されている。

KPI・
ガバナンス

取締役報酬にESGの指標を用いた成果を反
映させることで、ESGに関する取組に対し
取締役によるガバナンスを強化している。

実質的な対話・
エンゲージメント

機関投資家だけでなく、個人投資家との対
話にも重点的に取り組んでいる。

株式会社良品計画

出所：MUJI REPORT 2024
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総評

• 堅固なビジョンを基盤として長期戦略および実行戦略が策定されており、計画を着実に進めている
• 品質と製造プロセスにおけるサステナビリティを統合し、これをブラン 価値の一環として位置づけている
• グローバル展開に際しては、「地域分散資源循環業」への転換を戦略的に掲げており、地域ごとの特性を活かした事業展開を目指して
従業員の多様性の促進やインセンティブ制度の工夫に取り組んでいる



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  新しい産業構造の構築「地域分散資源循環業」

– 同社は企業理念の実現に向けて、従来の「グローバル製造小売業」から地域資源を活用し循環させる「地域分散資源循環業」への転換
が必要と考える。「グローバル」よりも「地域分散」、「製造小売業」よりも「資源循環業」を目指す

– この新しい事業モデルでは、地産地消を推進し、不用品をリサイクル・リユースすることで、一次資源に依存しない事業モデルの構築
を目指す。販売した商品を回収し再利用することで、生活者や他社と共創しながら資源を循環させることを目標としている

– 衣料品を中心に、グローバルサプライチェーンを活用した「グローバル製造小売業」という形式で、生産を通じて発展途上地域の経済
的発展に貢献することは継続し、加えて、食の領域での地産地消の推進、さらには、家庭から出てくる不用品を主原料とする地産地消
のリサイクル・リユース事業を組み立てていく

企業の声

「地域分散資源循環業」に向けた取組や背景

• 当社は「感じ良い暮らしと社会」の実現を目指し、グローバルサプ
ライチェーンモデルを維持しつつ、地産地消型のサプライチェーン
モデルの構築を進めている。従来の適材適所による調達・生産・移
送販売の製造工程は継続するが、社会課題への対応が将来的に不十
分になる可能性があるため、循環推進部を設置し、資源循環に焦点
を当てる方針を掲げている。

• リユースやリサイクル商品を扱う「循環」をコンセプトにした世界
最大の新店舗を奈良県橿原市にオープンした。この取組を全国展開
の足掛かりとし、より持続可能なビジネスモデルへの進化を計画し
ている。

1

株式会社良品計画

出所：MUJI REPORT 2023
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2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿



特徴的な取組

株式会社良品計画

出所：MUJI REPORT 2024
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2 2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿

実行戦略

「地域への土着化」に向けた取組

3 3.2. 経営資源・資本配分（キャピタル・アロケーション）戦略

企業の声

ソーシャルグッド事業部の活動
• ソーシャルグッ 事業部は、利益の一部を社会に還元するだけ
でなく、地域課題解決と地域活性化につながる事業に取り組む
目的で設立された。

• 廃校を改装し地域の遊休資産を活用した「MUJI BASE 
OIKAWA」のような地域体験型宿泊施設の運営を通じて、産業
の振興や地域体験の創出に取り組んでいる。地域の魅力を高め、
郊外からも人々が訪れるような環境を作ることで地域経済に貢
献している。これらの活動が当社の事業にもより良いインパク
トをもたらすと信じている。

– 地域コミュニティとの交流・協働：自治体や地域事業者・生産者との共
同やイベントを開催している

– 地域の再生・活性化：商店街の活性化、道の駅への出店、団地再生・リ
ノベーション、空き家再生、廃校の活用、地域商材を販売している

– 地域資源の活用：地域事業者と連携し、地域産物の販売や資源循環を促
進している

– 地域密着型のサービス：「まちの保健室」の展開、移動販売、地域限定
開発商品の提供、商店街店舗での一坪開業支援を実施している

– 各地域における「感じ良い社会」を実現するための
プラットフォームづくりに取り組んでいる

– ソーシャルグッ 事業部を設置し、良品計画が社会
課題解決型事業に取り組むことで、社会に公益・共
助の仕組みが生まれ、経済・文化・環境が有機的に
つながる状態を目指している

– 店舗内だけでなく、地域や全国津々浦々でさまざま
なプロジェクトを実施している

価値観・長期戦略

地域課題解決と地域活性化に向けた取組



業界 化学 PBR* 1.0（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

価値創造ストーリー観点別評価

価値観・
長期戦略

3つの重要課題を定め、長期的に半導体
材料への資源集中を目指すなど、価値
観・ビジョンと長期戦略が統合されてい
る。

実行戦略

長期ビジョンのゴールの達成に向けた、
人材戦略、事業ポートフォリオ、無形資
産投資、財務資本の核戦略に対する取組
を的確に説明している。

KPI・
ガバナンス

財務・非財務ともに適切にKPIを設定さ
れている。

実質的な対話・
エンゲージメント

社長や社外取締役と株主投資家との対話
を実施しており、投資家からの声を経営
陣に報告している点が評価できる。

株式会社レゾナック・ホールディングス

出所：RESONAC REPORT 2024
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総評

• 「化学の力で社会を変える」というパーパスから、ビジョンを打ち出し、「責任ある事業運営による信頼の醸成」、「イノベーション
と事業を通じた共創力＆競争力の向上と社会価値の創造」、「自律的で創造的な人材の活躍と文化の醸成」の3つの重要課題を定めて
おり、価値観・ビジョンと長期戦略が統合されている

• 2030 年に「世界トップクラスの機能性化学メーカー」になることを長期ビジョンのゴールに定め、達成に向けた取組が具体化されて
いる



特徴的な取組

価値観・長期戦略

  「世界トップクラスの機能性化学メーカー」を目指す姿に設定

– 2023年に昭和電工と日立化成が統合し、新会社レゾナックが誕生したことを新たなスタートとして「第二の創業」と位置づけ、2030年
までに世界トップクラスの機能性化学メーカーに成長することを目標に掲げている

– 「化学の力で社会を変える」というパーパスを起点として、社会からの期待と自社のマテリアリティの両面から検討した、3つの重要課
題を「責任ある事業運営による信頼の醸成」、「イノベーションと事業を通じた共創力＆競争力の向上と社会価値の創造」、「自律的で
創造的な人材の活躍と文化の醸成」としている

企業の声

「企業価値=戦略×個の力×企業文化」に基づく
競争力強化と共創の推進

• 当社の競争力は、半導体電子材料の技術力と業界をリー する顧客との直接の対
話力に基づいている。先端半導体材料分野で成長し続けるためには、業界の変動
を考慮し、顧客との対話を通じて次世代の材料開発をタイムリーに進めることが
重要。将来的に半導体以外の分野に注力する可能性があっても、私たちは機能性
化学メーカーとして、技術力と対話力を活かして関連するステークホルダーと共
創し、顧客のニーズに応える製品を提供できると考えている。

• 革新的な技術の開発と同様に人材の育成や共創の文化を醸成することが、上記私
たちの競争力を維持し、さらに強化するために不可欠。自律的で創造的な人材の
活躍を重視し、共創型の人材を育てることに注力している。社内外での共創を促
進することは事業成長において重要な要素と位置付け、パーパス・バリューを浸
透させるための取り組みを積極的に実施している。

1

株式会社レゾナック・ホールディングス

出所：RESONAC REPORT 2024
69

2.1.1. 社会への長期的な価値提供の目指す姿



特徴的な取組

株式会社レゾナック・ホールディングス

出所：RESONAC REPORT 2024

70

実行戦略

  目指す姿の実現に向けた人的資本

– 事業戦略と人材戦略を密接に連携させることで企業価値を向上させるこ
とが重要であると考えている。レゾナック特有の共創文化を築き、共創
型人材を育成することにより、事業のさらなる成長を実現する。

– 各事業のありたい姿を実現するため、職種別に求められるスキルやコン
ピテンシーを整理・定義し、求める人材の充足状況に応じた人員計画を
策定。例えばエレクトロニクス事業本部では、5年後の目指すべき人員
構成とのギャップを明らかにしたうえで、採用・ リソースシフト・定
着/エンゲージメント・エンジニア育成に関する施策を実行している。

2 3.6. 人的資本への投資・人材戦略

実行戦略

  目指す姿の実現に向けたR&D・知的財産戦略

– 研究成果の顕現確率の向上を目指し、社内組織、社外のステークホルダーと連携
し、共創型研究開発を進めている。

3 3.7. 知的財産を含む無形資産等の確保・強化に向けた投資戦略

企業の声

共創と対話によるパーパス・バリュー浸透
• 当社では、共創型人材の創出を目指し、パーパスとバリューを社内に浸
透・実践させるための取り組みを行っている。CEOやCHROは各国の拠
点を訪れ、タウンホールや少人数でのラウン テーブル、マネジメント
層とのミーティングを開催している。現場レベルでもマネジメント層と
従業員は1対1の面談を高頻度で実施し成長の促進をサポートしている。

• タレントマネジメントにおいては、社員が自身のキャリアを自ら考え、
形成できるように早期選抜プログラムやジョブ公募制度を導入している。

企業の声

対話を核とした共創型研究開発
• 研究開発においては、パッケージングソリューションセンターなどを通じてオープンイノベー
ション、社内外の共創を促進している。知財戦略についても、半導体電子材料セグメントでは先
端領域で勝ち続けていくためにグローバルな特許出願を行うなど、事業ごとに最も適した知財
ポートフォリオの構築を追及している。

• 当社では、部門横断的な取組を可能にする組織体系を指向している。2024年に研究所戦略部を新
設し、現場と研究開発部門が常に対話ができる環境を整えている。FFS理論を取り入れ、一人一
人の特性を人材配置に落とし込み、人材ポートフォリオの整備を重視している。



4．SX注目企業レポート
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企業名 ページ

テクノプロ・ホールディングス株式会社 73

TOTO株式会社 74

72

企業一覧（五十音順）
SX注目企業レポート

今年は新たに「SX銘柄2025」に選定されていない企業の中から、特に注目されるべき優れた取組を実施している
企業について、「SX注目企業」として以下の2社を選定しました。

企業一覧（五十音順）



業界 サービス業 PBR* 4.3（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

– コア事業の質を重視し、成長を目指す戦略を採用している

– 単なる多角化ではなく、事業の「進化」に焦点を当てた変革を推進することで、中長期的
な市場の需要と供給の動向を先取りし、事業拡大とビジネスモデルの変革を図っている

– 技術者派遣事業をさらに発展させたソリューション事業を新たな柱と定め、既存の強みと
資産を活かした範囲の経済を追求することで、顧客のニーズと技術サービスの拡充を図っ
ている

観点別評価

実行戦略

技術派遣業界の外部環境変化に対応する
ため、事業戦略に応じた長期的なDX戦略
と人材戦略を展開し、M&Aを含む戦略的
手段を採用している。技術者派遣からソ
リューション事業へのシフトを目指す人
材計画を策定、そのために技術者データ
を活用している。

テクノプロ・ホールディングス株式会社

出所：テクノプロ・ホールディングス株式会社 統合報告書2024

総評

• 国内技術者不足に備え、技術系労働市場における事業戦略を中長期的な視野で展開している
• 中長期戦略として、技術者の派遣事業を進化させ、提供サービスの高付加価値化と同時に技術者の育成に注力している。さらに、必要
に応じてM&Aを通じて人材や技術を補完する方針を取っている

実行戦略

ポートフォリオマネジメント戦略

1

特徴的な取組

3.3. 事業売却・撤退戦略を含む事業ポートフォリオマネジメント戦略

73

企業の声

技術者基盤を活かしたシナジー創出
• 当社は、ソリューション事業を拡大することが、
技術者のキャリアストリームを充実させ、価格が
向上し、結果として技術者の処遇の改善に繋がる
と考えている。コア事業（技術者派遣）とソ
リューション事業のシナジーを最大化するには、
技術者の育成と最適な配置が重要である。IT業界
の多重下請け型モデルと異なり、コア事業の技術
者基盤を活かしたオペレーションモデルを確立す
ることで、ソリューション事業での競争優位性を
発揮することを目指している。



業界 ガラス･土石製品 PBR* 1.4（連結）

*2023年9月～2024年8月平均

観点別評価

価値観・
長期戦略

ビジョン・ミッションを指針に、2030
年をゴールとする長期視点の経営戦略
「TOTO WILL2030」を策定し、一貫し
たストーリーを持つ戦略を展開している。

TOTO株式会社

出所：TOTO グループ 統合報告書2024

総評

• 「日本のトイレ」というブラン を確立し、競争力のある強固な地位を築いている
• 健康、水資源の保全、エネルギーおよび水の使用効率化、そして自然環境に配慮した取組（ネイチャーポジティブ）といった課題を、
価値創造ストーリーに展開している

価値観・長期戦略

 「日本のトイレ」と称賛される確固たるブラン 力と今後の展望

– 1917 年に創立して以降、100 年を超える歴史の中で受け継がれた「TOTO グループ
企業理念」の基、『共通価値創造戦略 TOTO WILL2030』を策定

– 「良品と均質」という最大の強みを基盤に、事業ポートフォリオの変革を策定し、事
業運営している

1

特徴的な取組

企業の声

伝統と時代を超える企業の心と体
• 当社は、下水道インフラが未整備だった時代に衛生陶器で
国民の生活文化向上を目指して創立された。初代社長の
「良品の供給、需要家の満足」という言葉を受け継ぎ、新し
い価値を提供し続けている。時代の変化に対応しつつ、変わ
らぬ価値観を持ち続けて事業を進めてきた。

• 社内では、グループ共通理念を「心」とし、事業活動ビジョン
を「体の動かし方」としている。心は変わらず、体の動かし方は
時代に合わせて変え、積極的なチャレンジを続けることが重
要であると考えている。

2.2.1. 市場勢力図における位置づけ

74

企業の声

セラミックス技術を核としたグ
ローバル企業への展望

• 当社は、日本のトイレメーカーや住宅設備企業という
イメージが強いが、海外での住宅設備商品の拡販や
新領域であるセラミック事業の成長を通じて、ポート
フォリオの変革を目指している。

• 今後もますます社会やビジネスの変化は激しく、需要
も多様化すると予測される。このため、2024年からは
社内アイデア公募の取組を開始するなど新たなビジネ
スの機会を探求し、チャレンジや失敗を共有する風土
の醸成が重要であると考えている。



（参考）「SX銘柄2025」募集概要
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◼ 「SX銘柄2025」の募集要項は、下記のとおりである。
◼ SX銘柄の審査の過程では、応募企業の価値創造ストーリーについて、価値協創ガイダンス2.0のフレーム
ワークを元に審査を行っている。

項目 内容

対象企業
令和6年（2024年）9月1日時点で東京証券取引所のプライム市場・スタンダー 市場・
グロース市場に上場している企業

応募期間
令和6年（2024年）  9月18日（水）10:00 開始
令和6年（2024年）11月18日（月）16:00 締切（厳守）

応募方法
SX調査表のURL（回答フォーム）にアクセスし、各設問への回答入力後、提出。
※ 社につき、1回答

【参考】価値協創ガイダンス2.0：https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei innovation/kigyoukaikei/Guidance2.0.pdf

募集要項
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https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/Guidance2.0.pdf


◼ SX調査票は、選択式項目と記述式項目により、応募企業が価値創造ストーリーを構築できているかを確認
した。そのため、SX調査票は、価値創造ストーリーを構成する「価値観・長期戦略」、「実行戦略」、
「KPI・ガバナンス」、「実質的な対話・エンゲージメント」の4つの観点から設計されている。

◼ 回答にあたっては、統合報告書や有価証券報告書等のリファレンスも併せて回答いただいた。

SX調査票の構成
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1.価値観・長期戦略

「価値観」は、社会課題解決に対して企業及び社員一人一人が取る行動の判断軸。企業は、自社固有の価値観を示すとともに、これ
に基づき、どの ような社会課題を自社の持続的な価値創造の中で解決する「重要課題」として捉えるか検討することが重要。
「長期戦略」は、長期的な社会動向を見定める「目指す姿」の策定、その実現の柱となるビジネスモデルの構築・変革、視野に入れ
るべきリスクと機会 の分析を統合的に行うことで構築できる。企業は、産業構造や事業環境の変化に対応した持続的な価値創造の
あり方を示すべく、リスクと機会の把握・分析を踏まえ、長期戦略を価値観・重要課題と統合的に構築することが望ましい。

2.実行戦略

「実行戦略」は、企業の経営資源やステークホルダーとの関係を維持・強化し、長期戦略を具体化・実現する足下及び中長期の戦略。
企業は、財政状態・経営成績の分析・評価や、長期的なリスクと機会の分析を踏まえ、実行戦略を策定することが求められる。

3. KPI・ガバナンス

「KPI」は、長期戦略や実行戦略によって、どのぐらい価値を創出し、それを経営者がどのように分析・評価しているか示す指標。
企業は、KPI による 戦略の進捗管理・成果評価を通じ、戦略の精緻化・高度化・必要に応じた見直しを行うことが重要。
「ガバナンス」は、戦略の策定・推進・検証を着実に行い、持続的に企業価値を高めるべく企業を規律付ける仕組み・機能。企業に
は、企業行動を規律するガバナンスの仕組みを、実効的かつ持続可能なものとなるように整備することが求められる。

4.実質的な対話・エンゲージメント

「実質的な対話・エンゲージメント」は、企業の価値創造ストーリーの全体像と各構成要素について、企業と投資家が双方向的な対
話を行うことで、それらの内容を磨き上げていく共同作業。企業と投資家は、実質的な対話・エンゲージメントを深めながら、持続
的な企業価値を協創していくことが重要。



◼ SX調査票の記述式項目は以下の設問で構成されている。
◼ 文字数の上限はないものの、目安として合計10,000字程度と設定した。

記述式項目の設問
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1. 長期の時間軸の下、企業にとってリスクでもあり事業機会でもある、将来にわたる社会課題のメガトレンドをどのように想
定し、自社の価値観に基づいて、どのような社会課題を重要課題として特定していますか。その上で、重要課題も踏まえた
将来からのバックキャストと自社の競争優位・強みからのフォアキャストにより、「目指す姿」をどのように設定し、その
実現の柱となる「ビジネスモデル」をどのように構築していますか。また、「目指す姿」の設定や「ビジネスモデル」の構
築に、どのようにリスクと機会の分析を反映していますか。これらの概要を記載してください。

2. 長期戦略の具体化・実現に向けて、「目指す姿」と現在の自社の姿とのギャップを埋める観点から、人材戦略、DX戦略、
事業ポートフォリオ戦略、知的財産を含む無形資産投資戦略、資本政策（資本配分計画、投資計画など）等の足下及び中長
期的な戦略を策定していますか。その概要を記載してください。

3. 「目指す姿」とそれに基づく戦略の実現に向け、どのようなガバナンス体制を構築し、戦略の進捗を管理するためにどのよ
うなKPIを設定していますか。また、外部環境の変化等に応じて、「目指す姿」とそれに基づく戦略の適切な見直しを図っ
ていますか。その概要を記載してください。

4. 投資家との対話にあたり、重要課題も踏まえてアジェンダを設定していますか。投資家の属性や対話の目的に応じた企業側
対応者（CEO・社長、社外取締役、IR担当者等）を設定していますか。対話等で得られた示唆を基に企業の取組・体制を
見直すとともに、見直しの進捗状況・成果を投資家に説明していますか。その概要を記載してください。

5. 上記の実現可能性を判断させていただく上で、過去5～10年程度の取組実績（上記1.2.で記載した内容につながる取組）の概
要を記載してください。その際、自社の資本コスト（WACC、株主資本コスト）や資本収益性（ROIC、ROE）をどのよう
に把握し、その内容や市場評価（株価、PER、PBR）に関して、どのように分析・評価したうえで、改善に向けてどのよう
な戦略を構築し、実行してきたか、過去に検討されていた範囲で記載してください。



◼ 記述式項目の内容に対して、大きく4つの評価項目を基に審査を行った。

記述式項目に関する評価の視点
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① 【価値観・長期戦略】
長期の時間軸の下、企業にとってリスクであり事業機会でもある、将来にわたる社会課題のメガトレンドから自社
の価値観に基づいて重要課題を特定しているか。企業は、重要課題も踏まえた将来からのバックキャストと自社の競
争優位・強みからのフォアキャストにより、自社の「目指す姿」を設定し、その実現の柱となる「ビジネスモデル」
を構築しているか。また、「目指す姿」の設定や「ビジネスモデル」の構築にリスクと機会の分析を反映しているか。

② 【実行戦略】
長期戦略の具体化・実現に向けて、「目指す姿」と現在の自社の姿とのギャップを埋める観点から、人材戦略、

DX戦略、事業ポートフォリオ戦略、知的財産を含む無形資産投資戦略、資本政策（資本配分計画、投資計画など）
等を策定しているか。

③ 【KPI・ガバナンス】
長期的・持続的な企業価値向上を実効的に推進するため、「目指す姿」とそれに基づく戦略を適切に監督するガバ

ナンス体制の構築やその進捗を測定するKPIの設定を行っているか。これらを通じて、目指す姿とそれに基づく戦略
を着実に構築・実行するとともに、外部環境の変化等に応じて適切な見直しを図っているか。

④ 【実質的な対話・エンゲージメント】
重要課題も踏まえてアジェンダ設定し、対話に取り組んでいるか。投資家の属性や対話の目的に応じた企業側対応

者（CEO・社長、社外取締役、IR担当者等）を設定しているか。対話等で得られた示唆を基に企業の取組・体制を
見直すとともに、見直しの進捗状況・成果を投資家に説明しているか。
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【実現可能性】
過去の取組・変革（実績）も踏まえ、①価値観・長期戦略、②実行戦略、及び③KPI・ガバナンスは、十分に実現可能性があ

るものか。
特に、経営・事業変革＊（中でもPBR1倍の壁を超えた経営・事業変革）の取組を重要視。
＊コングロマリット企業による事業ポートフォリオの組み替えに限定せず、シングルビジネス企業による事業の転換も含む。
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◼ 本レポートに関するお問合せ先

経済産業省 経済産業政策局 企業会計室

メールア レス：bzl-kigyoukaikei@meti.go.jp
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